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大丸有エリアにおけるAクラスのオフィスビルに
入居するテナントの状況

東京都千代田区大手町・丸ノ内・有楽町(以下、「大丸有エリア」という。）では、かねてから多くの
再開発やビルの建替えが行われており、2000年以降20棟以上のAクラスのオフィスビルが竣工し、
4万円/坪を超える賃料のオフィスビルが増加しています。

本稿では、新築のAクラスのオフィスビルのテナント入居状況と既存ビルの過去時点と現時点のテ
ナントの変化を整理し、テナントの特徴や傾向を考察しました。

大きく変貌した大丸有エリア

［図表 1-1］大丸有エリアで 2000 年〜 2018 年に竣工した主なAクラスの賃貸オフィスビル

［図表 1-2］�丸の内・大手町の大規模ビルの�
平均募集賃料

我が国を代表するオフィスエリアがある大丸有
エリアでは、築年が経過した建物を連鎖的に建
替える手法などを活用し、再開発※1が行われて
います。2000年以降Aクラスのオフィスビル※2が
次 と々竣工しており、当該エリアは大きく変貌しま
した［図表1-1］。

オフィスビルの賃貸仲介会社によると、丸の内・
大手町の大規模ビル（基準階面積※3が200坪以
上の平均募集賃料（共益費込。以下同じ。）は、
2017年半ばから4万円/坪を超えるようになり、都
心5区※4の大規模ビルとの比較では1万円/坪強
上回っています［図表1-2］。

こうしたオフィスビルに入居するテナントの動向
の理解の一助とするため、以下では、大丸有エ
リアにおけるAクラスのオフィスビルについて、特
徴や傾向を考察します。

データ出所：各事業主の開示資料等に基づき作成

データ出所：�三幸エステート株式会社「オフィスマーケットレポート」
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都心5区大規模ビル賃料 丸の内・大手町大規模ビル賃料
都心5区大規模ビル空室率(右軸）
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注）丸の内・大手町大規模ビル賃料は2011年1月から
0100 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18（年）

※ 1：主な再開発は 1998 年頃から始まり、2027 年頃までの計画
が公表されている。

記号 名称 竣工年月
① パシフィック・センチュリー・プレイス丸の内 2001年11月
② 丸の内ビルディング 2002年 8月
③ 東京サンケイビル 2002年 9月
④ 丸の内トラストタワー N 館 2003年 9月
⑤ 明治安田生命ビル 2004年 8月
⑥ 丸の内北口ビルディング 2004年 8月
⑦ 東京ビルディング 2005年10月
⑧ サピアタワー 2007年 3月
⑨ 新丸の内ビルディング 2007年 4月

⑩⑩’ グラントウキョウ　ノースタワー・サウスタワー 2007年10月
⑪ 丸の内トラストタワー本館 2008年11月
⑫ 丸の内パークビルディング 2009年 4月
⑬ パレスビル 2012年 1月
⑭ 丸の内永楽ビルディング 2012年 1月
⑮ JPタワー 2012年 5月

⑯⑯’ 大手町フィナンシャルシティ　ノースタワー・サウスタワー 2012年10月
⑰ 日本生命丸の内ガーデンタワー 2014年 7月
⑱ 鉄鋼ビルディング 2015年10月
⑲ 大手町フィナンシャルシティグランキューブ 2016年 4月
⑳ 大手町パークビルディング 2017年 2月
○21 東京ミッドタウン日比谷　日比谷三井タワー 2018年 2月
○22 大手町プレイス　イーストタワー 2018年 8月
○23 丸の内二重橋ビル 2018年10月

※ 2：オフィスビルのクラス分けは統一的ではないが、本稿では、
規模が大きく（基準階面積でおおよそ 500 坪以上）、交通利便
性が高い（複数の駅利用が可能や最寄駅から徒歩 5 分以下な
ど）などに該当する物件を A クラスのオフィスビルとした。

※ 3：各階ともほぼ同じ平面を持つ場合に、それらを代表する階
の面積

※ 4：東京都特別区の千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区
を指す。
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築浅 A クラスのオフィスビルのテナントの状況

［図表1-3］�2016〜2018年に竣工した大丸有エリア
のAクラスビルの概要

［図表 1-4］業種区分別の面積割合

［図表 1-5］業種区分

賃貸オフィスビルで入居後2年未満で退去する
テナント数の割合は6％程度※5にとどまるため、3
年前（2016年）以降に竣工したビルでは、新築
時のテナントの多くがそのまま入居していると考え
られます。このため、2016年〜 2018年に竣工
した賃貸主体のAクラスのオフィスビル全棟（5棟）

（［図表1-3］参照）を対象にテナント調査※6を行
い、テナントの業種区分※7別の賃借面積等の状
況を整理しました。
「士業事務所・経営コンサルタント関連」の
面積割合が 26.2％で最も多い
各ビルの基準階面積※7をベースにテナントが入

居している延フロア数から賃借面積を推定し、業
種区分ごとの賃借面積の対象ビル全ての総賃借
面積に対する割合（以下、「面積割合」という。）
を求めると、「士業事務所・経営コンサルタント関
連」の面積割合は26.2％で最も多く、次いで「金
融機関関連」「製造業」「商社・卸売関連」（面
積割合は、17.6 〜 15.7％）が続きます［図表1-4］。
後述するように、これらの業種区分では複数フロ
アを賃借して本社や本部等が入居しています。

出所：各事業主の開示資料等に基づき作成

データ出所：テナント調査等※6※7 に基づき作成 都市未来総合研究所作成
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※ 5：株式会社ザイマックス不動産総合研究所「東京 23 区オフィ
ステナントの入居期間分析（2018 年）」では、2 年未満で退
去するテナントは 6.2％としている。

※ 6：テナント調査の概要

※ 7：賃借面積の推定と業種区分の概要

※ 8：大手町フィナンシャルシティグランキューブでは「グロー
バルビジネスハブ東京」、大手町パークビルディングでは

「The Premier Floor Otemachi」、東京ミッドタウン日比
谷　日比谷三井タワーでは「ワークスタイリング東京ミッ
ドタウン日比谷」、丸の内二重橋ビルでは「The Premier 
Floor MARUNOUCHI NIJUBASHI BUILDING」

また、ベンチャー企業や大手企業の新規事業
担当者やクリエーターなどが集う、シェアオフィス
運営会社が提供する交流拠点等を整備する動き
が5棟中4棟でそれぞれ0.5 〜 1フロアの規模の事
例※8があり、「レンタルオフィス・シェアオフィス関連」
の面積割合は3.3％でした。

ビル名称 所在 基準階面積
（坪）

竣工
年 / 月

大手町フィナンシャルシティグランキューブ 大手町 1,284 2016/ 4
大手町パークビルディング 大手町 1,030 2017/ 2
東京ミッドタウン日比谷　日比谷三井タワー 有楽町 1,000 2018/ 2
大手町プレイス　イーストタワー 大手町 883 2018/ 8
丸の内二重橋ビル 丸の内 904 2018/10

業種区分 業種例

IT・インターネット・情報通
信関連

インターネット付随サービス業、クラウド
サービス業、ソフトウエア業、ソフ
ト受託開発業、パッケージソフト業、
情報処理サービス業、情報提供サー
ビス業、情報記録物製造業、通信付
帯サービス業、情報・通信業等

レンタルオフィス・シェアオ
フィス関連

シェアオフィス業、レンタルオフィ
ス業等

士業事務所・経営コンサ
ルタント関連

会計士事務所、弁護士事務所、経営
コンサルタント業等

服飾雑貨関連 服飾雑貨製造業、服飾雑貨卸業、服
飾雑貨卸業、服飾雑貨小売業等

金融機関関連 証券業、銀行業、保険業、証券投資
顧問業、投資信託委託業等

医療関連 医療機器製造業、医薬品製造業、医
療機器卸業、医薬品卸業等

建設・不動産関連 不動産業、不動産代理・仲介業、建
設業、ビルメンテナンス業等

業務サポート関連 印刷業、警備業等

エネルギー関連 石油卸業、太陽光発電機器製造業等

商社・卸売関連 総合商社、上記以外の卸業

協会・団体・大学・政府 実業団体、協会、大学、政府機関等

小売業 上記以外の小売業

製造業 上記以外の製造業

転職・人材派遣関連 民営職業紹介業、労働者派遣業等

出版新聞・メディア関連 出版・新聞業、放送業等

その他 その他

項目 内容

調査時点 現時点：�2018 年 12 月から 2019 年 1 月（で把握で
きる入居予定テナントを含む）

対象 大丸有エリアに所在し、2016 年から 2018 年に竣工
し、Ａクラスの賃貸主体のオフィスビル全棟（5 棟）

調査方法 対象オフィスビルでの現地テナント銘板目視、各社リ
リース

項目 内容

賃借面積
推定方法

各オフィスビルごとに、基準階面積と入居フロ
ア数 ( 推定）から、テナントごとの賃借面積を
求めた

業種区分
テナント名と事業所の所在地が当該オフィスビ
ルと合致していることを確認できたテナントの
業種に基づき、都市未来総合研究所の判断で 

［図表 1-5］の業種区分に分類
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グループ会社集約等で複数フロア賃借の 
テナントが多い
各対象ビルの総賃借面積に占める、複数フロ

アを賃借している※9テナントの賃借面積の割合
は、全5棟平均で8割弱を占めます［図表1-6］。
大丸有エリアに大規模な賃借面積を必要とする
本社移転や集約移転を行う場合、既存ビルでは
必要面積を確保することが難しく、新築時に複
数フロアにまたがって入居するケースが多いこと
が一因と考えられます。

業種区分ごとに複数フロア賃借の事例をみる
と、「士業事務所・経営コンサルタント関連」では、
世界的に展開する大規模な会計事務所グループ
の傘下となったPwC Japan グループ（推定賃借
フロア数：4フロア）、EY Japan（同：約8フロア）、
デロイト トーマツ グループ（同：12フロア）が、グルー

プ会社の集約等を理由に各社の本社・主オフィ
スが転入しています。また、大手法律事務所で
は、ビジネスのグローバル化で企業法務におけ
る事案が大規模化・複雑化していることや欧米
外資系法律事務所の日本進出に対応するため、
法律事務所同士が合併する大規模化の流れが
あります。450名以上の弁護士を擁するアンダー
ソン・毛利・友常法律事務所（同：4フロア）も業
容拡大対応を理由に主オフィスが転入しています。

［図表1-7］。
「金融機関関連」では、米シティグループ（同：

2フロア）が銀行と証券業務を集約等の理由で本
社が転入しています。三菱UFJモルガン・スタン
レー証券（同：6フロア）は、BCP対策※10・業務
効率化等、ソニーフィナンシャルグループ（同：4フ
ロア）は事業運営基盤強化等を理由にそれぞれ
本社が転入しています。
「製造業」では、三菱マテリアル（同：3フロア）

が業務効率化・生産性向上等を理由に本社が
転入しています。旭化成と三菱重工は大丸有
エリアの再開発で一時的に転出していましたが、
当該エリアに戻ってきました。旭化成（同：9フロア）
は本社とともにグループ会社が、三菱重工（同：6
フロア）は本社がそれぞれ転入しています。

「商社・卸売関連」では、住友商事（同：20フ
ロア）の本社が晴海トリトンスクエアから転入して
おり、今回取り上げた事例の中では最も大きな賃
借面積となっています。

注）推定賃借フロア数および基準階面積に基づき推定賃借面積を算出しており、実際の数値とは異なります。

［図表 1-6］�複数フロアを賃借するテナントの�
面積割合

［図表 1-7］複数フロア賃借の主なテナント

データ出所：テナント調査等※6※7 に基づき作成

出所：テナント調査等※6※7、各社開示資料等に基づき作成
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（面積割合：％）

全棟平均：78％

テナント名 業種区分 入居
オフィス ビル名称 移転理由（リリース記載等） 移転日 推定賃借

面積（坪）
推定賃借
フロア数

三菱UFJモルガン・ 
スタンレー証券 金融機関関連 本社 大手町フィナンシャルシティグランキューブ BCP対策・業務効率化等 2016年  7月 7,700 6

ソニーフィナンシャルグ
ループ 金融機関関連 本社 大手町フィナンシャルシティグランキューブ 事業運営基盤強化等 2016年  7月 5,100 4

野村総合研究所 IT・インターネット・情報通
信関連 本社 大手町フィナンシャルシティグランキューブ BCP対策等 2016年12月 5,100 4

PwC Japanグループ 士業事務所・経営コンサ
ルタント関連

各社
主オフィス 大手町パークビルディング グループ会社の集約等 2017年  5月 4,100 4

アンダーソン・毛利・友
常法律事務所

士業事務所・経営コンサ
ルタント関連 主オフィス 大手町パークビルディング 業容拡大対応 2018年  5月 4,100 4

米シティグループ 金融機関関連 日本本社 大手町パークビルディング 銀行と証券業務を集約等 2017年  8月 2,100 2
旭化成 製造業 本社 東京ミッドタウン日比谷　日比谷三井タワー グループ会社の集約等 2018年  3月 9,000 9

EY Japan 士業事務所・経営コンサ
ルタント関連 本社 東京ミッドタウン日比谷　日比谷三井タワー グループ会社の集約等 2018年11月 8,300 約8

住友商事 商社・卸売関連 本社 大手町プレイス　イーストタワー (記載なし） 2018年  9月 17,700 20
デロイト
トーマツ グループ

士業事務所・経営コンサ
ルタント関連 本社 丸の内二重橋ビル グループ会社の集約等 2019年  2月 10,800 12

三菱重工 製造業 本社 丸の内二重橋ビル (記載なし） 2019年  1月 5,400 6
三菱マテリアル 製造業 本社 丸の内二重橋ビル 業務効率化・生産性向上等 2019年  3月 2,700 3

※ 9 ：延べ 2 フロア以上賃借しているテナント
※ 10：�事業継続計画（Business continuity planning）。当該エリ

アでは、電力、ガスなど安定性の高いインフラを活用で
きる環境にあるが、それに加えて入居ビルは、電力・水道・
換気が自立して機能するなど防災拠点ビルとしての役割
を担っていることなどによるものと考えられる。
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既存ビルの過去のテナントデータは入手困難で
あるため、過去データには都市未来総合研究所
が行った2003年時点の調査結果※11を用い、既
存ビルにおける現在と過去のテナント業種区分を
比較します。

調査対象ビルは大丸有エリアに所在し、2003
年調査の対象であったAクラスのオフィスビル4棟
です［図表1-8］。
「士業事務所・経営コンサルタント関連」の
面積割合が上昇
2003年調査で最も大きかった「金融機関関

連」の面積割合は大幅に減少（44.4％→15.1％）し
ました［図表1-9］。この15年間に金融業界では
数多くの合併・統合が行われました。対象ビルに
入居していた金融機関でも合併・統合によって、
転出したケースや新たに竣工したそれぞれの本
社・本店ビル等に移転したケースなどがみられま
した［図表1-10］。代わって面積割合が10％以上
に上昇した業種区分としては、「士業事務所・
経営コンサルタント関連」（7.9％→15.9％）と「製造

業」（9.0％→13.7％）があります。
こうした入居テナントの入れ替りの結果、対象

4棟における現在の業種区分別の面積割合は、
「士業事務所・経営コンサルタント関連」「金融
機関関連」「製造業」の順となっており、本稿前
半で取り上げた新築ビルにおける面積割合上位
順とほぼ一致しています。

また、新築ビルでも取り上げた「レンタルオフィス・
シェアオフィス関連」のテナントが入居する事例も
みられました。

外資系テナント※12については、「金融機関関
連」の賃借面積が大幅に減少（8,610坪→2,159
坪）したものの、「士業事務所・経営コンサル
タント関連」の賃借面積が大幅に増加（944坪
→4,396坪）し、外資系テナント全体の賃借面積
は約20％の減少（13,897坪→11,256坪）にとどまり
ました。� （以上、都市未来総合研究所　仲谷 光司）

既存ビルの入居テナントにおける業種区分の変化

※ 11：既存オフィスビルにおけるテナント調査の概要

※ 12：本稿では、本社や本部等の所在が海外であるテナントを
外資系テナントとした。世界的に展開する大規模な会計事
務所グループの傘下となった我が国の大手会計事務所・コ
ンサルタント会社は外資系テナントに区分した。

［図表 1-8］�大丸有エリアのAクラスのオフィスビル
の概要（2003 年調査の対象ビル）

［図表1-9］業種区分別の面積割合の変化

［図表1-10］外資系テナントの転出転入状況（2003 年時点の賃借面積順）

（面積割合：％）
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1→③図表中数値の説明

①～⑥は現時点の面積割合の大きい順位を表す2003年時点の面積割合の大きい順位を表す

2003年時点 現時点

出所：各事業主の開示資料等に基づき作成

図表1-9,1-10 のデータ出所：テナント調査等※6※7 に基づき作成

項目 内容

調査時点

2003 年時点：過去のテナントデータは入手困難であ
るため、都市未来総合研究所の既調査の 2003 年時
点のテナントデータ
現時点：2018 年 12 月から 2019 年 1 月

対象 既調査の中で、大丸有エリアに所在し、Ａクラスの賃
貸主体のオフィスビル（4 棟）

調査方法 対象オフィスビルでの現地テナント銘板目視
ビル名称 所在 基準階面積

（坪） 竣工年 / 月

大手センタービル 大手町 456 1983/10
丸の内センタービル 丸の内 503 1984/11
東京サンケイビル 大手町 525 2000/9
丸の内ビルディング 丸の内 691 2002/8

テナントの賃借面積 ( 坪） 構成割合
2003 年時点 転出 転入 現時点 2003 年時点 現時点

金融機関関連 8,610 8,380 1,928 2,159 62% 19%
IT・インターネット・情報通信関連 4,289 1,526 0 2,764 31% 25%
士業事務所・経営コンサルタント関連 944 599 4,051 4,396 7% 39%
協会・団体・大学・政府 53 53 86 86 0% 1%
レンタルオフィス・シェアオフィス関連 0 0 788 788 0% 7%
エネルギー関連 0 0 345 345 0% 3%
転職・人材派遣関連 0 0 152 152 0% 1%
その他 0 0 566 566 0% 5%
計 13,897 10,558 7,917 11,256 100% 100%
2003 年時点との面積比較 76.0% 81%
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築年が経過した本社ビル（自社ビル）の対応事例
築年が経過して老朽化が進んでいる本社ビルを所有している企業が抱える課題として、耐震性の懸念

やオフィスビルとしての機能劣化（天井高が低い、環境性能が低いなど）、維持管理コストの増大のほか、
人材採用への影響などが考えられます。老朽化した本社ビルの対応方策は大きく分けて、継続使用、建
替え、移転があり、事例では各社の置かれた状況に応じて様々な対応がみられます。

本稿では老朽化した本社ビルの対応方策の類型を整理するとともに対応事例を紹介します。

本社ビルの築年の経過とともに耐震性の懸念
や機能劣化などが課題となり、本社移転の一因
となった可能性が考えられます。2016年以降に
公表された上場企業等による東京23区への本社
ビル移転（23区内での移転含む。以下、同じ。）
事例※1では、旧本社ビル（自社ビル、賃貸ビルと
も含む。）の築年数が築30年以上の割合が約半
数を占めています［図表2-1の左図］。また、旧本
社ビルが自社ビルの場合に限ると、築30年以上
は8割に上ります［図表2-1の右図］。

本社ビルが自社ビルの場合の老朽化の対応方
策は、継続使用（リニューアル）（図表2-2のA）、
建替え（同B）、移転（同C）に大別され、移転に関
しては、旧本社ビルの売却（同D）/有効活用（同E）
と新本社ビルの取得（同F）/賃借（同G）の組み合
わせで4つに類型化されます［図表2-2］。

顧客や取引先との関係あるいは創業地である
などで本社を移転をしたくない場合は、本社ビル
を継続使用するか建替えるかが選択肢となりま
すが、継続使用は老朽化に対する根本的な解
決策とならない面があると考えられること、建替え
に関しては仮移転する分の手間とコストが増える
ほか、敷地規模や建築関連の法規制から必要

本社ビル移転事例における旧本社ビルの築年数

老朽化した本社ビルの対応方策の類型

［図表 2-1］旧本社ビルの築年数

［図表 2-2］老朽化した本社ビルの対応方策の類型

データ出所：適時開示情報を基に都市未来総合研究所作成

出所：都市未来総合研究所

※ 1：適時開示情報による（グループ会社の事例を含む）。旧本社
ビルの築年数が判明した事例を対象に開示年 - 竣工年とし
て算出。本社ビル建替えにおける仮移転先から新本社ビル
への移転事例の場合は 旧本社ビルの築年数を採用した。
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旧本社の利用と移転の有無 旧本社ビル 新本社ビル

継続使用（A） 対応なし（現状使用）

リニューアル（耐震改修工事等）（＊）

建替え（B） 解体（新本屋竣工まで仮移転） 新本社ビルを建設（＊）

移転（C） 旧本社ビルを売却（D) 新本社ビルを取得・新築（＊）（F）

賃貸オフィスビルを賃借（G）

旧本社ビル（または跡））の有効活用
（収益物件化）（E）

新本社ビルを取得（＊）（F）

賃貸オフィスビルを賃借（G）

遊休化（活用方法検討の間） 新本社ビルを取得（＊）（F）
＊：本社ビルの一部を賃貸床とするケースあり 賃貸オフィスビルを賃借（G）

な床面積が確保できないケースも考えられます。
一方、本社を移転する場合は立地の適正化

や必要な床面積を確保しやすい面はあるものの、
価格や賃料を含めて条件を満たすビルを実際に
取得あるいは賃借できるかは売買市場や賃貸市
場などに左右される面が考えられます。また、旧
本社ビルの売却/有効活用と新本社ビルの取得
/賃借について財務面なども含めた検討を行う手
間があり、旧本社ビルの売却や有効活用が滞れ
ば資産効率の低下につながるケースもあると考え
られます※2。
※ 2：ここで挙げた各対応方策のメリット、デメリットは、例示

であり、企業によって様々である。
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2016年以降の老朽化した本社ビル（東京23区
所在）の対応事例※3を図表2-3にまとめました（本
文では一部の事例について紹介）。

本社ビルを継続使用した事例

出版業B社は旧本社ビルの耐震補強工事とあ
わせて用途変更を行うことで、一部を自社使用
する賃貸ビル（保育所などを誘致）に再生してお
り、安定した収益の獲得にも寄与した可能性が
考えられます。

本社ビルを建替えた事例

卸売業D社は自社ビル兼賃貸ビルに建替える
予定としており、安定した収益の獲得につながる
可能性があります。

旧本社ビルを売却し、新本社ビルを 
取得した事例
機械業E社は旧本社ビルを売却し、新本社ビ

ルを取得しました。新本社ビルは土地を取得して
新築するのではなく、既存ビルを取得し改修する
ことで新築の場合と比較して投資額を抑制でき
た可能性が考えられます。

老朽化した本社ビルの対応事例

［図表 2-3］老朽化した本社ビルの対応事例

データ出所：�各社のリリースなどの公表資料、一般社団法人日本建設業連合「耐震改修事例集」、各種報道情報を基に�
都市未来総合研究所作成

旧本社ビルを売却し、新本社ビルを 
賃借した事例
卸売業G社は本社ビルの建替えを行ったもの

の、建替えたビルを売却し、賃貸オフィスビルに
本社移転する方針に転換しました。資産効率向
上を経営課題のひとつとして取り組む中、不動産
価格の好転を方針転換の背景の一つに挙げて
います。

新本社ビルの移転先が未定の状況で 
旧本社ビルを売却した事例
情報・通信業H社は移転先が未定の状況で

旧本社ビルを売却しました。売買契約締結から
建物引渡しまで約1年あり、旧本社ビルの売却機
会の捕捉を優先しつつ、新本社ビルの検討期間
も確保したと推察されます。

旧本社ビル（の跡地）を有効活用し、 
新本社ビルを取得した事例
食料品業I社は都心商業地に所在する旧本社

ビルを解体して跡地にホテルを建設（ホテル運営
業者に賃貸）するとともに、新本社ビルは旧本社
ビルよりも地価の安いエリアで取得しており、安定
した収益の獲得と投資額の抑制の両方に寄与し
た可能性が考えられます。

（以上、都市未来総合研究所　湯目健一郎）

※ 3：A 社の事例のみ 2014 年

旧本社の利用と
移転の有無 旧本社ビル 新本社ビル 概要 移転時期

継続使用

リニューアル

食料品業Ａ社の旧本社（新宿区所在）は1978年竣工。耐震性に懸念があり、耐震
改修工事を実施。本社は東京都の特定緊急輸送道路沿道建築物で補助金助成を
受け、耐震診断の後耐震改修工事を実施

（出所：一般社団法人日本建設業連合「耐震改修事例集」）

2014年完了

（自社ビル兼
賃貸ビル）

出版業B社は本社（千代田区所在）に隣接する1963年竣工の旧本社ビル＊を耐震
補強と用途変更によって、一部を自社使用する賃貸ビルに再生。
＊東日本大震災以降、オフィスビルとして利用せず、倉庫などで使用していた。

（出所：当該プロジェクトの企画コンサルティング・プロジェクトマネジメント企業リリース）

2016年完了

建替え 解体
新本社ビルを建設

建設業C社の旧本社（江東区）は1972年竣工。事業継続計画（BCP）、ワークスタイ
ルの変革への対応および業務効率を追求したオフィス環境整備による生産力の強
化などを目的に建替え。仮移転先は隣接する中央区。

2018年完了

（自社ビル兼賃貸ビ
ル）

卸売業D社の旧本社（渋谷区）は1967年竣工。耐震性の確保や職場環境改善に
よる業務効率化などを目的に自社ビル兼賃貸ビルへ建替え。仮移転先は同一区内 2020年竣工予定

移転

売却

新本社ビルを取得

機械業E社の旧本社（江東区所在）は昭和40年代竣工。老朽化が懸念されるなか、
利便性の向上（顧客との関係や業務効率の向上）、環境配慮型オフィス化、事業部
門ごとのワンフロア化による情報共有化、セキュリティレベルの高度化、事業継続計
画（BCP)への対応などを目的に同一区内に所在する既存ビルを取得・改修して新本
社ビルとして使用

2016年移転

賃貸オフィスビルを賃借

サービス業F社の旧本社（目黒区所在）は1969年竣工。老朽化を従来からの課題と
して、事業継続計画（BCP）への対応に加え、取引先へのアクセス向上および業務
効率の向上を目的に千代田区の賃貸オフィスビルに本社移転。

2018年移転

卸売業G社の旧本社および隣接する自社ビル（文京区所在）はそれぞれ1991年と
1985年竣工。耐震性、セキュリティ面の強化のため、一体建替えを実施。しかし、資
産効率向上などを重要な経営課題とするなか、コーポレートガバナンスコードや時価
会計への対応、不動産価格の好転等を背景に建替えたビルを売却し、港区の賃貸オ
フィスビルに本社移転することとした。　※建替えから売却へ方針変更

2018年移転

売却後に検討
（現本社を売却後も一
定期間は継続利用し、
その間に移転先を検
討）

情報・通信業H社の旧本社（千代田区所在）は1975年竣工。事業の競争力強化と
経営資源の効率化を図るため、首都圏の拠点の再編を目的に本社移転。旧本社の
売却は契約締結から建物引渡しまで約1年あり、その間は本社として継続し、その後
の方針は未定と報じられている。

2018年売買契約締結
2019年建物引渡予定
移転時期未定

旧本社ビル（ま
たは跡 地 ）の
有効活用

新本社ビルを取得
食料品業I社の旧本社（中央区所在）は1970年竣工。老朽化のため建替えの検
討を進めるなか、旧本社ビルは解体し、跡地にホテルを建設（ホテル運営会社に賃
貸）。新本社ビルは墨田区に取得した。

2019年移転予定

賃貸オフィスビルを賃借（該当事例なし） ―
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みずほ信託銀行は、みずほ銀行、みずほ証券と共に「みずほビジネスセミナー」を開催し、企業経営
者を中心とした多くの方 に々ご参加いただきました。
（大阪開催：2019年2月4日、東京開催：2019年2月28日）

第一部講演では、慶應義塾大学　総合政策学部　教授の白井さゆり先生より、「世界経済情勢と
日本」と題し、世界的な経済情勢が国内経済に及ぼす影響についてご講演いただきました。

第二部講演では、みずほ信託銀行 不動産コンサルティング部 参事役の児玉知章より、「新たなステー
ジに備える企業不動産戦略」と題し、不動産市場環境の変動要因を検証しながら、企業不動産戦略
のあり方について、複数の事例紹介を交えてご案内いたしました。
 

今後もみずほ信託銀行では、お客さまの課題に対応する不動産戦略の構築・実施をお手伝いすべく、
有益な情報を提供する所存です。

（以上、みずほ信託銀行）

みずほビジネスセミナーを開催


